
第２期　八王子市地域福祉計画の中間検証・評価について

No 事業名 所管名 事業概要 25事業の成果（26年3月末現在） 26事業の成果（27年3月末現在） 平成27年度事業の成果（28年3月末現在）

弱 １ 思いやり駐車スペース設
置補助

福祉政策課 　思いやり駐車スペース設置事業は、平成22年度に
開始し、本庁舎への設置を契機に、市内公共施設
43か所・62台分を確保した（平成28年４月１日現
在）。今後は、さらなる市民への周知・普及を図るた
め民間商業施設等への設置を働きかける。その際、
案内掲示板等の設置費用の一部を助成する。

民間商業施設等への働きかけを継続する。 民間商業施設等への働きかけを継続した
が、
新規補助対象は0件

　引き続き民間事業者への直接的な働きか
け及び周知活動を行う。

災 ２ 土砂災害ハザードマップ
作成

防災課 　土砂災害防止法に基づき東京都が土砂災害警戒
区域等を公表することから、土砂災害の危険性を周
辺住民に周知し被害の軽減を図るため、公表された
地区を対象とした土砂災害ハザードマップを作成配
付し、避難態勢の整備を図る。

広報はちおうじ平成26年3月15日号併配
 配付戸数4,237戸

広報はちおうじ平成27年3月15日号併配
 配付戸数　35,163戸

・広報はちおうじ平成27年9月15日号併配
　　 配付戸数　31,918戸

　土砂災害の危険性を周辺住民に周知し被
害の軽減を図るため、引き続き広報等を活
用し周知に努める。

３ 赤ちゃん・ふらっと設置促
進

子どものしあわせ課 　事業者や子育て支援施設と連携しながら、必要な
地域への「赤ちゃん・ふらっと」の設置を促進する。

・赤ちゃん・ふらっと設置数
　76

・赤ちゃん・ふらっと設置数
　100

・赤ちゃん・ふらっと設置数
　113

　引き続き、「赤ちゃん・ふらっと」の設置補
助やＰＲを行う。

４ 東京都福祉のまちづくり
条例

福祉政策課 　障害者、高齢者すべての人々が円滑に利用できる
やさしいまちづくりを推進するため、だれでもトイレの
整備など東京都福祉のまちづくり条例に基づく届出
審査、指導を実施する。

届出件数　（総数　31件）
・公共的施設　　　　0件
・日常生活施設　　27件
・文化・娯楽施設　　0件
・その他　　　　　　　4件

届出件数　（総数　26件）
・公共的施設　　　　2件
・日常生活施設　　20件
・文化・娯楽施設　　0件
・その他　　　　　　　4件

届出件数　（総数　29件）
・公共的施設　　　　3件
・日常生活施設　　22件
・文化・娯楽施設　　0件
・その他　　　　　　　3件
・路外駐車場　　　　1件

引き続き、整備基準を遵守するように助言・
指導していく。

ハード整備と
普及啓発

大項目 中項目 小項目 重点
課題

１ 誰もが安心し
て安全に暮ら
せる地域づく
り

（１） ユニバーサル
デザインに基
づくまちづくり
の推進

①

平成28年度第4回地域福祉専門分科会
資料②

　思いやり駐車スペースの公共施設へ
の設置は概ね完了したが、民間施設
等への設置は進んでいない。今後も市
民へ周知し普及啓発に努めるととも
に、民間事業者への働きかけを強化
し、ハード整備の推進が必要である。

実績 各所管による検証 事務局の検証

今後（平成28年度）の方針

本資料の読み方 

計画の視点 

（計画P36） 

第5章「施策の展開」 

計画の重点課題（計画P40） 

◇孤…地域における虐待・孤立化の防止 

◇弱…地域における社会的弱者の支援 

◇災…地域における災害時の要援護者支援 

平成25年度～27年度までの実績 

小項目ごとの検証 

網掛けの事業は、 

施策一覧を再編したこと

で追加したもの 
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弱 １ 思いやり駐車スペース設
置補助

福祉政策課 　思いやり駐車スペース設置事業は、平成22年度に
開始し、本庁舎への設置を契機に、市内公共施設
43か所・62台分を確保した（平成28年４月１日現
在）。今後は、さらなる市民への周知・普及を図るた
め民間商業施設等への設置を働きかける。その際、
案内掲示板等の設置費用の一部を助成する。

民間商業施設等への働きかけを継続する。 民間商業施設等への働きかけを継続した
が、
新規補助対象は0件

　引き続き民間事業者への直接的な働きか
け及び周知活動を行う。

災 ２ 土砂災害ハザードマップ
作成

防災課 　土砂災害防止法に基づき東京都が土砂災害警戒
区域等を公表することから、土砂災害の危険性を周
辺住民に周知し被害の軽減を図るため、公表された
地区を対象とした土砂災害ハザードマップを作成配
付し、避難態勢の整備を図る。

広報はちおうじ平成26年3月15日号併配
 配付戸数4,237戸

広報はちおうじ平成27年3月15日号併配
 配付戸数　35,163戸

・広報はちおうじ平成27年9月15日号併配
　　 配付戸数　31,918戸

　土砂災害の危険性を周辺住民に周知し被
害の軽減を図るため、引き続き広報等を活
用し周知に努める。

３ 赤ちゃん・ふらっと設置促
進

子どものしあわせ課 　事業者や子育て支援施設と連携しながら、必要な
地域への「赤ちゃん・ふらっと」の設置を促進する。

・赤ちゃん・ふらっと設置数
　76

・赤ちゃん・ふらっと設置数
　100

・赤ちゃん・ふらっと設置数
　113

　引き続き、「赤ちゃん・ふらっと」の設置補
助やＰＲを行う。

４ 東京都福祉のまちづくり
条例

福祉政策課 　障害者、高齢者すべての人々が円滑に利用できる
やさしいまちづくりを推進するため、だれでもトイレの
整備など東京都福祉のまちづくり条例に基づく届出
審査、指導を実施する。

届出件数　（総数　31件）
・公共的施設　　　　0件
・日常生活施設　　27件
・文化・娯楽施設　　0件
・その他　　　　　　　4件

届出件数　（総数　26件）
・公共的施設　　　　2件
・日常生活施設　　20件
・文化・娯楽施設　　0件
・その他　　　　　　　4件

届出件数　（総数　29件）
・公共的施設　　　　3件
・日常生活施設　　22件
・文化・娯楽施設　　0件
・その他　　　　　　　3件
・路外駐車場　　　　1件

引き続き、整備基準を遵守するように助言・
指導していく。

弱 ５ 成年後見活用 福祉政策課 　福祉サービスの利用に際しての苦情や判断能力
の不十分な方々の権利擁護、成年後見制度の利用
等について相談受付や支援を行う。
　平成25年４月に、八王子市社会福祉協議会内に
「成年後見・あんしんサポートセンター八王子」を設
置し、成年後見制度の市民への周知を図るととも
に、社会貢献型後見人の育成及び活用の推進、法
人後見監督の体制強化を図った。
　平成26年度からは、東京都から市へ移管された市
民後見人養成基礎研修を実施している。

【福祉サービス総合支援事業】
・地域福祉権利擁護事業（契約件数）
　　認知症高齢者　　52件
　　知的障害者　　　　7件
　　精神障害者　　　　39件
　　その他　　　　　　　　3件
・財産保全・管理サービス（契約件数）
　　高齢者　　　　　　　11件
　　身体障害者　　　　　2件
【成年後見活用あんしん生活創造事業】
・講演会　　3回
・学習会　　6回
・相談受付
　　一般相談　　　784件
　　専門相談　　　　37件
・市民後見人受任検討会
　　4回開催、6件検討
・法人後見監督の受任　　10件
・市民後見人候補者登録　9名

【福祉サービス総合支援事業】
・地域福祉権利擁護事業（契約件数）
　　認知症高齢者　　63件
　　知的障害者　　　　8件
　　精神障害者　　　　42件
　　その他　　　　　　　　3件
・財産保全・管理サービス（契約件数）
　　高齢者　　　　　　　16件
　　身体障害者　　　　　3件
【成年後見活用あんしん生活創造事業】
・講演会　　3回
・学習会　　6回
・相談受付
　　一般相談　　　716件
　　専門相談　　　　32件
・市民後見人養成基礎研修受講者数　　30
人
　　…うち、応用研修受講予定　16人
・市民後見人受任検討会
　　2回開催、2件検討
・法人後見監督の受任　　8件
・市民後見人候補者登録　　　11名

【福祉サービス総合支援事業】
・地域福祉権利擁護事業（契約件数）
　　認知症高齢者　　67件
　　知的障害者　　　　11件
　　精神障害者　　　　49件
　　その他　　　　　　　　3件
・財産保全・管理サービス（契約件数）
　　高齢者　　　　　　　19件
　　身体障害者　　　　　5件
【成年後見活用あんしん生活創造事業】
・講演会　　3回
・学習会　　6回
・相談受付
　　一般相談　　　880件
　　専門相談　　　　40件
・市民後見人養成専門講習受講者数　　25
人
・市民後見人受任検討会
　　3回開催、4件検討
・法人後見監督の受任　　7件
・市民後見人候補者登録　　36名

　引き続き市民後見人養成基礎講習会を開
催し、市民後見人候補者増を図る。

弱 ６ 高齢者在宅生活支援
サービス

高齢者福祉課 　高齢者人口が年々増加している中、「介護保険に
よる介護サービス以外のサービス」の充実が求めら
れている。
　高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるよ
う、利用しやすいサービス体系を整備し、一人ひとり
の状態に適した日常生活支援や施設でのサービス
を提供する。
　ショートステイ・おむつ給付・緊急通報システム・火
災安全システム・福祉電話・在宅高齢者理容美容・
シルバーサポーター

【ショートステイ】
利用者数：19人
利用日数：850日
金額：4,161,840円

【おむつ給付（在宅+入院）】
利用者数：延べ43,123人

【緊急通報システム】
利用者数：131人
本年度設置数： 36人

【火災安全システム】
電磁調理器給付：9件

【福祉電話】
利用者数：278人
シルバーホン設置件数：263件

【在宅高齢者理容師・美容師出張】
理容：255人、延べ913回
美容：249人、延べ687回

【シルバーサポーター】
ホームヘルパーコース
利用者：30人、延べ1,286回
軽度作業コース
利用者：62人、126回

【ショートステイ】
利用者数：31人
利用日数：565日
金額：3,973,356円

【おむつ給付（在宅+入院）】
利用者数：延べ44,136人

【緊急通報システム】
利用者数：170人
本年度設置数：51人

【火災安全システム】
電磁調理器給付：7件

【福祉電話】
利用者数：255人
シルバーホン設置件数：260件

【在宅高齢者理容師・美容師出張】
理容：263人、延べ967回
美容：265人、延べ769回

【シルバーサポーター】
ホームヘルパーコース
利用者：33人、延べ1,374回
軽度作業コース
利用者：69人、131回

【ショートステイ】
　・利用者数：30人
  ・利用日数：1,119日
　・金額：5,086,880円

【おむつ給付（在宅+入院）】
　・利用者数：延べ47,298人

【緊急通報システム】
　・利用者数：183人
　・本年度設置数：37件

【火災安全システム】
　・電磁調理器給付：4件

【福祉電話】
　・利用者数：255人
　・シルバーホン設置件数：248件

【在宅高齢者理容師・美容師出張】
　・理容：266人、延べ956回
　・美容：294人、延べ880回

【シルバーサポーター】
　・ホームヘルパーコース
　・利用者：43人、延べ1,438回
　・軽度作業コース
　・利用者：66人、122回

　引き続き在宅で生活する高齢者が安心し
て安全に生活できるように、一人ひとりの状
態に応じたサービスを提供し、在宅生活を
支援する。

７ 成年後見支援
（首長申立、成年後見審
判請求申立費用・後見人
報酬補助金）

高齢者福祉課 　認知症の高齢者の財産管理や身上監護などを行
う成年後見制度で、申請する親族がいない場合など
に市長が代わりに後見人の選任を家裁に申し立て
を行う。
　また、成年後見制度の利用が必要であるのに、経
済的な問題等で利用することが困難な高齢者を支
援するため、申立に係る費用及び後見人等報酬に
ついて助成を行う。

・市長申立実績　　20件

・助成件数　　　　　　7件

・市長申立実績　　13件

・助成件数　　　　　11件

・市長申立実績　　8件

・助成件数　　　　　4件

※平成27年４月１日付要綱改正により、そ
れまで市長申立に限定していた助成要件を
撤廃した。

　引き続き成年後見制度の利用を促進す
る。

８ 成年後見支援
（首長申立、成年後見審
判請求申立費用・後見人
報酬補助金）

障害者福祉課  判断能力が不十分な知的障害者及び精神障害者
等の65歳未満の方で、4親等内に親族がいない等
の理由で成年後見の申立てができない場合、市長
が審判の申立てをする。
　また、成年後見制度利用に係る費用の負担が困
難な者に対し助成を行う。

・市長申立実績　　　3件 ・市長申立実績　　4件 ・市長申立実績　　　3件

・助成件数　　　　　　1件

　引き続き成年後見制度の利用を促進す
る。

今後（平成28年度）の方針

実績 各所管による検証

　思いやり駐車スペースの公共施設へ
の設置は概ね完了したが、民間施設
等への設置は進んでいない。今後も市
民へ周知し普及啓発に努めるととも
に、民間事業者への働きかけを強化
し、ハード整備の推進が必要である。

　本市独自に市民後見人養成を実施
し、後見人等候補者は増加している。
一方、市民後見人の受任件数は、伸
び悩んでいるため、制度の利便性を高
め、権利擁護事業を更に充実させる必
要がある。

事務局の検証

１ 誰もが安心し
て安全に暮ら
せる地域づく
り

（１） ユニバーサル
デザインに基
づくまちづくり
の推進

① ハード整備と
普及啓発

（２） 権利擁護事業
の充実

① 本人の権利を
守り、地域で
安心・自立し
た生活を送る
ための支援体
制強化

重点
課題

大項目 中項目 小項目
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実績 各所管による検証 事務局の検証重点
課題

大項目 中項目 小項目

弱 ９ 障害者計画・障害福祉計
画策定

障害者福祉課 　障害者が支援を受け、社会参加し、地域で充実し
た自立生活ができるよう、基礎となる「障害者計画」
と数値目標を定めた「障害福祉計画」を策定する。

計画策定委員会　10回開催 計画策定委員会　開催なし

次回は、平成29年度に計画策定部会委員
会を開催し、
30～32年度計画を策定する。

　障害者地域自立支援協議会においてモニ
タリングを行い、必要性があれば、計画の
見直しを行う。

弱 １０ 消費者教育推進 消費生活センター 　自ら学ぶことができる自立した消費者の育成を図
るため、地域や教育機関と連携し、研修会などを実
施する。

・高齢者見守り講座  10回開催 ・大学教職員向け
　消費者教育研修会  2回開催
・高齢者見守り講座  13回開催

・大学教職員向け
　消費者教育研修会  2回開催
・高齢者見守り講座  18回開催

　引き続き研修会などを実施する。

災 １１ 在宅人工呼吸器使用者
災害時支援事業

保健対策課 　 災害時の要援護者対策のうち、とりわけ緊急性・
特殊性の高い在宅の人工呼吸器使用者に対し、在
宅人工呼吸器使用者災害時個別支援計画を作成
し、災害時の被害を最小限にとどめる。平成26年度
より、訪問看護ステーションに委託していた計画書
作成を職員が行っている。

・個別計画策定件数　　30件 ・個別計画策定件数　　25件 ・個別計画策定件数   25件 　引き続き個別計画の策定を行う。

災 １２ 自主防災組織運営 防災課 　主に町会・自治会、マンションの管理組合が母体と
なる、自主防災組織の新規結成促進を図るととも
に、結成団体に対して活動用資器材を交付し、活動
の活性化を促すことで共助体制の強化を図り地域
防災力向上を目指す。

・新規結成団体数　　13団体
　　　　　　（総数　391団体）

・新規結成団体数　　6団体
　　　　　　（総数　397団体）

・新規結成団体数　　9団体
　　　　　　（総数　406団体）

　引き続き新規結成を促し、地域防災力の
向上を図る。

災 １３ 土砂災害ハザードマップ
作成（再掲）

防災課 　土砂災害防止法に基づき東京都が土砂災害警戒
区域等を公表することから、土砂災害の危険性を周
辺住民に周知し被害の軽減を図るため、公表された
地区を対象とした土砂災害ハザードマップを作成配
付し、避難態勢の整備を図る。

・広報はちおうじ平成26年3月15日号併配
 配付戸数4,237戸

・広報はちおうじ平成27年3月15日号併配
 配付戸数　35,163戸

・広報はちおうじ平成27年9月15日号併配
　　 配付戸数　31,918戸

　土砂災害の危険性を周辺住民に周知し被
害の軽減を図るため、引き続き広報等を活
用し周知に努める。

災 １４ 障害別避難支援マニュア
ル策定（再掲）

障害者福祉課 　障害者支援者や当事者向けの避難支援マニュア
ルを配付することにより、災害時に自力での避難が
困難な障害者の特性を障害別に理解し、態様に応
じた円滑な避難・支援方法の周知を図る。
　マニュアルを町会自治会等、地域や関係機関等に
配付することにより防災対策における共助の促進が
図られる。
　併せて、福祉避難所に位置づけている障害者等入
居施設に緊急連絡用無線機及び備蓄品を配備する
などの整備を行っている。

・作成部数　　　　8,000部
　
　・配布先
　　　　町会自治会等　1,000箇所
　・配布部数　　　　4,000部
　・総合防災訓練での活用
　・マニュアル策定プロジェクト
　　　　　10回開催

・障害がある方のための防災マニュアル
作成部数　　　　23,000部

　・配布先
　　　障害者支援事業所、特別支援学校等
　・配布部数　　　　12,000部
　・総合防災訓練での活用
　・マニュアル策定プロジェクト
　　　　　　13回開催
・福祉避難所（１２か所）に配備した備蓄品
　ダンボールベッド、エアクッション、エアポ
ンプ、毛布

　引き続きマニュアルの周知・活用を図る。
福祉避難所の開設を想定した防災訓練を
実施する。

１５ 地域における災害時要支
援者支援体制の構築

福祉政策課 　災害時要支援者の地域支援組織結成を促すた
め、相談やマニュアルを提供するなど普及啓発を行
う。
　また、避難行動要支援者名簿を整備し、事務所、
八王子駅南口総合事務所、市役所本庁舎及び市立
小学校に配備する。

・地域支援組織結成団体（市把握分）
　　　新規3団体（合計12団体）
・覚書の締結
　　　新規2団体（合計8団体）
・相談受付
　　　9団体
・説明会等
　　　　広報「はちおうじ」にて特集記事掲載
・災害時要支援者名簿の配備
　　　　町丁目別に13事務所・南口総合事務
所・本庁舎

・地域支援組織結成団体（市把握分）
　　　新規0団体（合計12団体）
・覚書の締結
　　　新規0団体（合計8団体）
・相談受付
　　　6団体
・説明会等
　　　　町会自治会連合会研修会に参加
・災害時要支援者名簿の配備
　■町丁目別に13事務所・南口総合事務
所・本庁舎
　■学校区単位で市内小中学校金庫に保
管

・地域支援組織結成団体（市把握分）
　　　新規0団体（合計12団体）
・覚書の締結
　　　新規0団体（合計8団体）
・相談受付
　　　3団体
・説明会等
　　　　町会自治会連合会研修会に参加
・災害時要支援者名簿の配備
　■町丁目別に13事務所・南口総合事務
所・本庁舎
　■学校区単位で市内小中学校金庫に保
管

　引き続き、制度の周知や地域支援組織の
結成を促進を図る。

孤 １６ 子育て支援メールマガジ
ンの発行

子どものしあわせ課 　子育て支援や支援サービスの利用を促し、児童虐
待や産後うつの予防につなげるため、幅広く多所管
に渡る子育て支援サービスの情報を「タイムリー」か
つ「きめ細かく」発信する。

・妊娠中…H27年3月配信開始
（0～2歳児はH27年4月から）
・登録者数…896件　H27年3月31日現在

・登録者数
　　メルマガ…3,257件
　　モバイル…5,446件

　引き続き、メールマガジンを周知すると共
に、情報発信を行う。

１７ 市公式Face Book「すくす
く＊はちおうじ」

子どものしあわせ課 　子育てプロモーションの一環として、SNS（Fａｃｅ
Book,Twitter）を活用して、子ども・子育てに関わる
情報を「タイムリー」及び「視覚的に分かりやすく」発
信する。

・FａｃｅBook「すくすく＊はちおうじ」いいね！
数
　323

・FａｃｅBook「すくすく＊はちおうじ」いいね！
数
　790

　引き続き、SNSを周知すると共に、情報発
信を行う。

災 １８ 土砂災害ハザードマップ
作成（再掲）

防災課 　土砂災害防止法に基づき東京都が土砂災害警戒
区域等を公表することから、土砂災害の危険性を周
辺住民に周知し被害の軽減を図るため、公表された
地区を対象とした土砂災害ハザードマップを作成配
付し、避難態勢の整備を図る。

広報はちおうじ平成26年3月15日号併配
 配付戸数4,237戸

広報はちおうじ平成27年3月15日号併配
 配付戸数　35,163戸

・広報はちおうじ平成27年9月15日号併配
　　 配付戸数　31,918戸

　土砂災害の危険性を周辺住民に周知し被
害の軽減を図るため、引き続き広報等を活
用し周知に努める。

災 １９ 障害別避難支援マニュア
ル策定（再掲）

障害者福祉課 　障害者支援者や当事者向けの避難支援マニュア
ルを配付することにより、災害時に自力での避難が
困難な障害者の特性を障害別に理解し、態様に応
じた円滑な避難・支援方法の周知を図る。
　マニュアルを町会自治会等、地域や関係機関等に
配付することにより防災対策における共助の促進が
図られる。
　併せて、福祉避難所に位置づけている障害者等入
居施設に緊急連絡用無線機及び備蓄品を配備する
などの整備を行っている。

・作成部数　　　　8,000部
　
　・配布先
　　　　町会自治会等　1,000箇所
　・配布部数　　　　4,000部
　・総合防災訓練での活用
　・マニュアル策定プロジェクト
　　　　　10回開催

・障害がある方のための防災マニュアル
作成部数　　　　23,000部

　・配布先
　　　障害者支援事業所、特別支援学校等
　・配布部数　　　　12,000部
　・総合防災訓練での活用
　・マニュアル策定プロジェクト
　　　　　　13回開催
・福祉避難所（１２か所）に配備した備蓄品
　ダンボールベッド、エアクッション、エアポ
ンプ、毛布

　引き続きマニュアルの周知・活用を図る。
福祉避難所の開設を想定した防災訓練を
実施する。

　要援護者を犯罪から守る取組とし
て、高齢者や大学教員に対する消費
者教育の推進された。
　また、要援護者を災害から守る新た
な取組としては「障害がある方のため
の防災マニュアル」を作成し、対象者
への周知・配布を進めている。
　地域支援組織の結成状況は停滞し
ていることから、新たな仕組みづくりの
必要がある。

　子育て世代に対してはメールマガジ
ンやFacebook等SNSを活用した情報
発信を開始し、利用者数も増加してい
る。
　また、「障害のある方のための防災
マニュアル」を新たに作成・配布し、市
の総合防災訓練で実際に活用するこ
とで、より実効性の高いものとなるよ
う、目指している。
　対象者に応じて情報発信のツールを
選択し、活用していくことで、情報バリ
アフリーが進んできている。

１ 誰もが安心し
て安全に暮ら
せる地域づく
り

（３） 地域ぐるみの
防災・防犯活
動の推進

① 要援護者を災
害・犯罪から
守るしくみづく
り

利用者の状況
に応じた情報
提供と情報バ
リアフリーの
推進

２ 地域の相談・
支援体制の充
実

（１） 情報提供の充
実

①
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実績 各所管による検証 事務局の検証重点
課題

大項目 中項目 小項目

孤 ２０ シルバーふらっと相談室
運営

高齢者いきいき課 　高齢者の孤立防止を目的に、高齢者の生活実態
の把握や、高齢者あんしん相談センターと連携して
高齢者に対する見守りを行う相談室を運営する。

・設置数　　　　　　1か所（館ヶ丘）
・戸別訪問件数　　　87件
・相談受付件数　　　544件

・設置数　　　　　　　1か所（館ヶ丘）
・戸別訪問件数　　　203件
・相談受付件数　　　650件

・設置数　　　　　　1か所（館ヶ丘）
・戸別訪問件数　　204件
・相談受付件数　　679件

　積極的な個別訪問の実施により、高齢者
の実態把握につとめ孤立化を防止する。

孤 ２１ シルバー見守り相談室運
営

高齢者いきいき課 　高齢者の孤立防止を目的に、高齢者の生活実態
の把握や、高齢者あんしん相談センターと連携して
高齢者に対する見守りを行う相談室を運営する。

・設置数　　　　　　　1か所（長房）
・戸別訪問件数　　　220件
・相談受付件数　　　1,241件

・設置数　　　　　　　1か所（長房）
・戸別訪問件数　　　124件
・相談受付件数　　6,177件

・設置数　　　　　　1か所（長房）
・戸別訪問件数　　129件
・相談受付件数　　384件

　積極的な個別訪問の実施により、高齢者
の実態把握につとめ孤立化を防止する。
　平成28年7月「シルバー見守り相談室　中
野」を開設。

弱 ２２ 地域包括支援センター業
務委託

高齢者福祉課 　地域における高齢者の心身の健康維持、保健・福
祉・医療の向上及び生活の安定を図るため、必要な
援助・支援を包括的に実施する中核的機関として、
保健師もしくは看護師・社会福祉士・主任ケアマ
ネージャーの専門職を配置した高齢者あんしん相談
センター(地域包括支援センター）の運営を委託す
る。

・センター配置職員数　83人
・センター相談件数　49,360件

・センター配置職員数　86人
・センター相談件数　58,268件

・センター配置職員数　107人
・センター相談延数　　68,553件

　引き続き必要な援助・支援を包括的に実
施していく。

弱 ２３ 発達障害児支援 障害者福祉課 　八王子市小児・障害メディカルセンター内に設置す
る発達障害児支援施設において、発達障害児の早
期発見、早期療育を行うとともに、就学後も継続した
支援を実施する。

・利用登録者数80人

・延利用人員　568人

・利用登録者数86人
　　（未就学72人・就学後14人）
・延利用人員838人
　　（未就学573人、就学後265人）

・利用登録者数90人
　　　（未就学72人・就学後18人）
・延利用人員815人
　　　（未就学641人、就学後174人）

　読み書きに困難のある児童の療育グルー
プを新設し、支援体制を強化する。

弱 ２４ 障害者就労支援 障害者福祉課 　障害者の一般就労の機会の拡大を図るとともに、
障害者が安心して働き続けられるよう、身近な地域
において就労面と生活面の支援を一体的に提供す
ることにより、障害者の生活の向上を目指すしくみと
して一般就労を促進し、障害者の自立と社会参加の
促進を図る。

相談件数　7,037件
　　・就労支援件数　6,416件
　　・生活支援件数　　 621件

相談件数　7,679件
　　・就労支援件数　6,915件
　　・生活支援件数　　 764件

相談件数　9,409件
　・就労支援件数　8,368件
　・生活支援件数　1,041件

引き続き、相談・支援を実施する。

弱 ２５ 障害者地域生活支援拠
点事業

障害者福祉課 障害者地域生活支援拠点事業
　市内５か所の市委託相談支援事業所に置く｢ 地域
生活支援拠点事業所 ｣に｢ 地域生活支援員 」を配
置し、市内の障害福祉サービス事業所等をはじめと
する地域の社会資源、医療機関、公的機関や各種
制度 （ 障害福祉以外の分野も含む ）を活用、連携
して、地域生活支援員が相談を受け、① 既存の福
祉サービス等につなげる。② 相談に応じ、助言す
る。③ 必要な場合は、訪問等による相談、日常生活
支援や直接処遇等のアウトリーチ支援を行う。ま
た、体験の機会・場の提供、緊急時の受入れ・対
応、専門的人材の確保・養成、などの業務を行う。

　５か所の相談支援事業所を核として障害
者関連団体、機関とのネットワークを構築
するとともに、その５か所に地域生活支援
準備サポート要員を配置した。

　５か所の相談支援事業所を核としたネット
ワークを充実していくとともに、その５か所
に地域生活支援員を配置し、相談・助言、
既存サービス等との連携、必要に応じて訪
問、付添いなどの日常生活支援、簡単な直
接処遇等のアウトリーチ支援を行い、障害
者の地域生活への移行・継続を援助する。

災 ２６ 障害別避難支援マニュア
ル策定（再掲）

障害者福祉課 　障害者支援者や当事者向けの避難支援マニュア
ルを配付することにより、災害時に自力での避難が
困難な障害者の特性を障害別に理解し、態様に応
じた円滑な避難・支援方法の周知を図る。
　マニュアルを町会自治会等、地域や関係機関等に
配付することにより防災対策における共助の促進が
図られる。
　併せて、福祉避難所に位置づけている障害者等入
居施設に緊急連絡用無線機及び備蓄品を配備する
などの整備を行っている。

・作成部数　　　　8,000部
　
　・配布先
　　　　町会自治会等　1,000箇所
　・配布部数　　　　4,000部
　・総合防災訓練での活用
　・マニュアル策定プロジェクト
　　　　　10回開催

・障害がある方のための防災マニュアル
作成部数　　　　23,000部

　・配布先
　　　障害者支援事業所、特別支援学校等
　・配布部数　　　　12,000部
　・総合防災訓練での活用
　・マニュアル策定プロジェクト
　　　　　　13回開催
・福祉避難所（１２か所）に配備した備蓄品
　ダンボールベッド、エアクッション、エアポ
ンプ、毛布

　引き続きマニュアルの周知・活用を図る。
福祉避難所の開設を想定した防災訓練を
実施する。

弱 ２７ 地域子ども家庭支援セン
ター南大沢機能充実

子ども家庭支援センター 　地域子ども家庭支援センター南大沢は、平成17年
10月に開設して以来、子どもと家庭に関するあらゆ
る相談に応じてきている。ケース受理件数が増加し
続けており、既存の相談室の環境では対応しきれ
ず、かつ相談者のプライバシーも十分に保護されて
いない状況にある。そのため、旧南大沢保健福祉セ
ンター分室に引っ越すことで、環境改善を図るととも
に、地域ボランティア活動の充実やひろば事業をよ
り多くの市民が利用しやすいものとする等、新たな
事業展開を図る。

相談室を1室→2室に増設し、市民が相談に
訪れやすい環境を整えたことによって、より
多くの対応が可能となった。さらに、事前の
他機関との連携もスムーズにでき、親子の
子育て不安解消や虐待の未然防止につな
げた。

　市民が相談に訪れやすい環境を整えたこ
とによって、親子の子育て不安解消や虐待
の未然防止につなげた。
　また、同施設内の高齢者あんしん相談セ
ンター・ボランティアセンターとも連携し、市
民サービスの向上を図った。

　平成26年度に移転を完了した。
引き続き、同施設内の高齢者あんしん相談
センター・ボランティアセンターと連携しなが
ら、市民サービスの向上を図る。

弱 ２８ 消費者保護対策 消費生活センター 　市民が安全で安心な消費生活を送れるよう、消費
生活基本計画に基づき、相談を実施するとともに、
消費生活講座やイベントを開催し、意識啓発を図
る。

・消費生活相談件数　　　　3,970件
・法律相談件数　　　　　　　　 127件
・消費生活審議会　　　　　 2回開催
・消費生活講座等　　　　　14回開催
・消費生活フェスティバル　1回開催

・消費生活相談件数　　　　4,250件
・法律相談件数　　　　　　　　 112件
・消費生活審議会　　　　　 2回開催
・消費生活講座等　　　　　14回開催
・消費生活フェスティバル　1回開催

・消費生活相談件数　　　　4,366件
・法律相談件数　　　　　　　　 106件
・消費生活審議会　　　　　 2回開催
・消費生活講座等　　　　　12回開催
・消費生活フェスティバル　1回開催

　引き続き消費生活基本計画に基づき、相
談を実施するとともに、消費生活講座やイ
ベントを開催し、意識啓発を図る。

孤 ２９ 社会福祉協議会補助金
「いきいきプラン八王子」
の推進

福祉政策課 　平成26年度に策定した新たないきいきプランを受
けて、小地域福祉活動を実践する。地域住民の誰も
が気軽に集えるカフェを設置し、常設型サロンとして
の機能とともに、社協職員が常駐し、相談や地域福
祉のコーディネートを担い、地域内交流、地域課題
解決を図る。

「第２次いきいきプラン八王子」を策定
（計画期間　平成26年度～30年度）

・地域福祉推進拠点石川を平成26年12月１
日に開設
（併設：かたらいカフェ石川）

・地域福祉推進拠点石川の運営
　学習会　11回（161名参加）、趣味の講座
19回（254名参加）、介護予防教室　18回
（238名参加）

　新規拠点開設を目指し、準備に係る備品
購入費等を補助

３０ 「八王子市障害者差別禁
止条例（正式名称：障害
のある人もない人も共に
安心して暮らせる八王子
づくり条例）」の改正

障害者福祉課 　本市は、平成24年４月1日に「障害のある人もない
人も共に安心して暮らせる八王子づくり条例」（障害
者差別禁止条例）を施行し、障害の有無にかかわら
ず、誰もが安心して暮らせるまちの実現を目指して
いる。
　平成28年4月1日から「障害を理由とする差別の解
消の推進に関する法律」（障害者差別解消法）が施
行されることに伴い、当該法の趣旨を鑑み、また、条
例施行後3年経過した中で課題となっている点の改
善を目的とし、条例を見直し、平成28年4月1日に改
正した。

平成27年
6～7月　自立支援協議会及び八王子障害
            者団体連絡協議会への意見聴収
12月　　パブリックコメント実施
1月　　　パブリックコメント意見の検討及び
            結果の公表
2月　　　市議会定例会上程

　平成29年4月1日、条例改正。
　
　平成28年10月、障害のある人を理解する
ためのガイドブック「みんなちがって みんな
いい」を改訂し発行。

　地域包括支援センターの愛称を「高
齢者あんしん相談センター」とし、また
センターを順次増設しながら、それぞ
れの地域で必要な援助・支援を展開
し、センター自体も地域に根付いてき
た。さらにシルバーふらっと相談室、シ
ルバー見守り相談室が各地域に開設
し、積極的な個別訪問を実施し、支援
体制の整備が行われている。
　障害者福祉においては、「八王子市
障害者差別禁止条例（正式名称：障害
のある人もない人も共に安心して暮ら
せる八王子づくり条例）」が改正され、
支援体制の強化を図っている。
　また、地域福祉推進拠点石川を開設
し地域力を高める仕組みづくりに努め
るとともに地域の身近な相談窓口とし
て整備を進めているが、全市的な展開
が必要である。

（２） 相談・支援体
制の充実

① 地域における
相談支援体制
の整備

２ 地域の相談・
支援体制の充
実
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実績 各所管による検証 事務局の検証重点
課題

大項目 中項目 小項目

孤 ３１ 生活困窮者自立支援 生活自立支援課 　平成27年4月施行された生活困窮者自立支援法
に基づき、既存の制度では十分に対応できなかった
生活保護に至る前の生活困窮者の相談に応じ、
個々の状況に応じたプラン作成及び自立に向けた
支援を行う。
　様々な関連機関との連携により、制度の狭間にい
る困窮者の早期発見と、包括的な支援を提供する。

・新規相談受付件数　　914件 　関連機関との連携を強化し、引き続き生
活困窮者の相談に応じ、個々の状況に応じ
たプラン作成及び自立に向けた支援を行
う。

弱 ３２ 障害者地域生活支援拠
点事業（再掲）

障害者福祉課 障害者地域生活支援拠点事業
　市内５か所の市委託相談支援事業所に置く｢ 地域
生活支援拠点事業所 ｣に｢ 地域生活支援員 」を配
置し、市内の障害福祉サービス事業所等をはじめと
する地域の社会資源、医療機関、公的機関や各種
制度 （ 障害福祉以外の分野も含む ）を活用、連携
して、地域生活支援員が相談を受け、① 既存の福
祉サービス等につなげる。② 相談に応じ、助言す
る。③ 必要な場合は、訪問等による相談、日常生活
支援や直接処遇等のアウトリーチ支援を行う。ま
た、体験の機会・場の提供、緊急時の受入れ・対
応、専門的人材の確保・養成、などの業務を行う。

　５か所の相談支援事業所を核として障害
者関連団体、機関とのネットワークを構築
するとともに、その５か所に地域生活支援
準備サポート要員を配置した。

　５か所の相談支援事業所を核としたネット
ワークを充実していくとともに、その５か所
に地域生活支援員を配置し、相談・助言、
既存サービス等との連携、必要に応じて訪
問、付添いなどの日常生活支援、簡単な直
接処遇等のアウトリーチ支援を行い、障害
者の地域生活への移行・継続を援助する。

３３ 新大横保健福祉センター
の開設

大横保健福祉センター 　大横保健福祉センターは平成２７年６月に開館し
た地上４階、地下１階の建物である。主に中央北部
圏域の保健福祉拠点として、赤ちゃんから高齢者ま
で市民の健康づくりや市民活動の場となることを目
的として設置された。

開館により、市民活動のための貸館業務を
開始したほか、乳幼児から高齢者までの多
世代交流を行う拠点となることができた。シ
ルバー人材センターも併設されているほ
か、高齢者活動コーディネートセンターおよ
び特定非営利活動法人あさかわが運営す
る売店が入居した。

　高齢者あんしん相談センターが入居し、介
護予防事業の連携も行えるようになるほ
か、多世代交流事業の実施においては、入
居団体との協働も視野に入れ、センターま
つりの実施や各種新事業の実施を目指す。

弱 ３４ 生活困窮者自立支援準
備

生活自立支援課 　平成27年4月の生活困窮者自立支援法施行にあ
たり、必須事業である自立相談支援事業や、任意事
業である就労準備支援事業、子どもの学習支援事
業など、円滑な制度運用を図る。

　平成27年4月の生活困窮者自立支援制度
開始に伴い、廃止。

弱 ３５ 子どもの健全育成 生活自立支援課 　これまで生活保護世帯を対象としていた子どもの
健全育成事業は、新法の生活困窮者世帯の学習支
援事業に位置づけられた。それにともない平成２７
年度からは、児童扶養手当全部支給世帯の中学生
も対象に加え、委託による無償の学習教室を開催
するとともに、子ども健全育成支援員を４名に増員
し、主に中学生の日常生活自立支援、養育支援、教
育支援、高校中退予防など、きめ細かく幅広い支援
を行い、貧困の連鎖の防止を図る。

・参加者数　39人 ・参加者数　51人 ・参加者数　　93人
・会場数　　　6カ所

　平成27年4月より生活困窮者の自立支援
事業に位置付けられたことにより、廃止。

弱 ３６ 生活困窮者自立支援（再
掲）

生活自立支援課 　平成27年4月施行された生活困窮者自立支援法
に基づき、既存の制度では十分に対応できなかった
生活保護に至る前の生活困窮者の相談に応じ、
個々の状況に応じたプラン作成及び自立に向けた
支援を行う。
　様々な関連機関との連携により、制度の狭間にい
る困窮者の早期発見と、包括的な支援を提供する。

・新規相談受付件数　　914件 　関連機関との連携を強化し、引き続き生
活困窮者の相談に応じ、個々の状況に応じ
たプラン作成及び自立に向けた支援を行
う。

３７ 若者自立就労支援 児童青少年課 　働くことについて様々な悩みを抱えている15歳～
39歳くらいまでの若者が就労に向かえるよう、協力
事業者の事務所における職場体験など様々な支援
を行っていく。
【（１）八王子若者サポートステーション（サポステ）】
①本人・保護者に対する相談支援②就職活動セミ
ナー・ビジネスマナー・パソコン講座等セミナーの実
施③職場体験・職場実習④３泊４日の合宿形式によ
る「クリーニング基礎講座」の実施
【（２）若年無業者就労促進事業】サポステの登録者
のうち社会的体験や就労体験などの実体験が不足
しているために、就労の意思はあるものの、なかな
か就労に結びつかない若者に対し、就労の経験を
積むことができる支援付きの就労の機会を提供する
就労訓練（いわゆる「中間的就労」）行うことにより、
社会的自立・就労に結び付けていく。

（１）八王子若者サポートステーション実績
利用者数2,383人、登録者数216人、進路決
定者数82人
（２）若年無業者就労促進事業
進路決定者24名（目標20名）、協力事業者
25社（目標20社）

ほぼ毎号「広報はちおうじ」にセミナーや相
談会などの実施を掲載（計19回）したほか、
市内各施設・駅などへのポスター掲出やチ
ラシの配布を始め、青少年育成指導員など
の協力を得て、町内の掲示板にも掲出する
などより若者の目に留まる効果的な周知が
できた。また、平成27年度は東京都人づく
り・人材確保支援事業補助金を活用し、事
業を実施。
（１）八王子若者サポートステーション実績
述べ利用者数3,178人、登録者数412人、進
路決定者数125人
（２）若年無業者就労促進事業　　進路決定
者52名（目標40名）、協力事業者35社（目標
30社）

　サポステの協力事業者の開拓や地域との
実践的ネットワークの構築を目標に、セミ
ナー・講座の充実及び模擬店の企画・運営
による就労トレーニングを実施していく。

　生活困窮者自立支援法の施行に伴
い、生活自立支援課を設置し、各関係
機関の連携体制を強化し、自立を支援
した。
　また、障害者地域生活支援拠点事業
を開始し、既存の５つの相談支援事業
所が核となったネットワークを充実させ
た。

　平成27年6月に大横保健福祉セン
ターを開設し、高齢者・障害者のいき
いきとした地域生活を支援するため、
コミュニティ活動やレクリエーション活
動など交流の場を提供するとともに、
生きがいづくりの教室や介護予防など
の各種講座を開催し、広く市民の健康
及び福祉の増進を図った。

　生活困窮者自立支援法が施行され
たことに伴い、福祉部に生活自立支援
課が新たに設置され、生活困窮者へ
の支援を一体的に実施している。
　また、若者の就労支援に向け、相
談・実習等を行う「八王子若者和ポート
ステーション」を整備することが、若年
層へのサポート体制を充実させた。

（２） 相談・支援体
制の充実

２ 地域の相談・
支援体制の充
実

② 生活課題に応
じた各関係機
関のネット
ワークの構築

③ 保健医療・福
祉の連携した
事業の実施

（３） 生活困窮者へ
の支援

① 貧困の相談、
若年層へのサ
ポート体制の
構築
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弱 ３８ 認知症高齢者支援 高齢者福祉課 　65歳以上の高齢者の3～4人に1人は認知症か認
知症予備軍の軽度認知障害と推計される現状にあ
る。
認知症は早い時期からの適切なケアや生活習慣病
対策で、症状の緩和や一定の進行抑制につながる
ことから、早期発見・早期診断の取り組みをすすめ
る。
　また、認知症は身体的にも精神的にも介護者がス
トレスを抱えやすい病気である。認知症介護者の活
動拠点を整備・運営することにより、今後急増する
認知症の人の家族を地域で支え、孤立の防止を図
る。

【認知症サポーター養成講座】
　実施回数159回　参加者数2,942人

【認知症早期発見・早期診断推進事業】
　認知症コーディネーター配置

【認知症家族サロン運営】≪新規≫
　平成27年2月14日に開設
　　（愛称：八王子ケアラーズカフェ　わたぼ
うし）＜新規＞

【認知症サポーター養成講座】
　・実施回数217回
　・参加者数5,411人

【認知症早期発見・早期診断推進事業】
　・相談件数　176件
　・訪問支援　延31件

【認知症家族サロン運営】
　・1団体

　引き続き認知症の早期発見・早期診断を
推進すると共に、認知症サポーター養成や
介護者支援を行う。
　また、新たに認知症ケアパスの作成や初
期集中支援チームの立ち上げを行う。

３９ 障害・障害者に対する知
識、理解を深めるための
職員研修

障害者福祉課 　平成24年4月1日に「障害のある人もない人も共に
安心して暮らせる八王子づくり条例」（障害者差別禁
止条例）が施行されたことに伴い、条例の主旨、障
害及び障害者に対する知識、理解を深めるため、職
員研修（指定管理者を含む）を実施。

参加者数
　第1回　173人
　第2回　148人

参加者数
　第1回　163人
　第2回　147人

参加者数
　第1回　177人
　第2回　162人

　障害及び障害者に対する知識、理解を深
めるため、職員研修を継続実施していく。

４０ 社会福祉士実習指導者
の育成

福祉政策課 　本市が福祉事務所として「社会福祉援助技術現場
実習生」（社会福祉士になるための現場実習）を受
入いている。この受入れに必要な実習指導者の育
成を行う。

・受講者数　　1名
・実習指導者数　計　1名

・受講者数　　　1名
・実習指導者数　計　2名

・受講者数　　　1名
・実習指導者数　計　3名

　今後も実習指導者の育成を行い、受入体
制の充実を図る。

４１ 東京都福祉サービス第三
者評価受審費補助

福祉政策課 　福祉サービス第三者評価は、利用者でも事業者で
もない第三者の評価機関がサービスの内容・組織
のマネジメント力等の評価を行い、その結果を公表
する仕組みであり、受審促進のため、その受審費の
補助を行う。

補助件数
・認知症高齢者グループホーム　15件
・認証保育所　　　5件
・小規模多機能型書択介護　　5件
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護　1件

補助件数
・認知症高齢者グループホーム　18件
・認証保育所　　　7件
・小規模多機能型書択介護　　6件
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護　2件

補助件数
・認知症高齢者グループホーム　18件
・小規模多機能型書択介護　　2件
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護　2件

　東京都の制度変更に伴い、本市において
も施設の分類毎に各所管での対応に変更
となったが、今後も引き続き受審促進を図
る。

４２ 社会福祉法人認可事務
及び指導検査事務

指導監査課 　社会福祉法の改正により、平成25年度から、当該
市区のみで事業を実施している社会福祉法人の所
轄庁が都から市区に変更されたため、社会福祉法
人に対する定款変更の認可等、報告徴収、指導検
査等を行う。
　また、平成27年度に本市が中核市に移行したこと
に伴い、市で行うことになった高齢介護・障害者福
祉・児童福祉サービス系検査（事業所管課で実施す
るものを除く）を行う。

【認可】
　・社会福祉法人設立・定款変更認可等
58件

【実地検査】
　・法人指導検査　22件
　・介護サービス事業所　224事業所

【認可】
　・社会福祉法人設立・定款変更認可等
26件

【実地検査】
　・法人指導検査　28件
　・介護サービス事業所　210事業所

【認可】
　・社会福祉法人設立・定款変更認可等
17件

【実地検査】
　・法人指導検査　27件
　・老人福祉施設（養護・有料老人ホーム）
21施設
　・介護サービス事業所　454事業所
　・障害福祉サービス事業所等　119事業所
　・児童福祉施設　79施設

　引き続き法人の認可監督及び指導検査
並びに事業所等への実地検査を行うことに
より、福祉サービスの向上を図る。

　「認知症サポーター養成講座」や「障
害者理解深める研修」等、福祉・保健・
医療関係部署だけでなく、市職員全員
を対象として開催し、理解と知識を深
め、素質の向上を図った。

　中核市移行により、本市の権限が拡
大しており、行政による指導検査を実
施。また第三者による評価の受審促進
を行うことにより、利用者の視点に立
ち、福祉サービスの質の向上を図って
いる。

２ 地域の相談・
支援体制の充
実

（４） サービスの質
の向上

① 保健医療・福
祉に携わる職
員の素質の向
上

② 利用者の視点
に立った事業
所評価及び検
査
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実績 各所管による検証 事務局の検証重点
課題

大項目 中項目 小項目

弱 ４３ 認知症高齢者支援（再
掲）

高齢者福祉課 　65歳以上の高齢者の3～4人に1人は認知症か認
知症予備軍の軽度認知障害と推計される現状にあ
る。
認知症は早い時期からの適切なケアや生活習慣病
対策で、症状の緩和や一定の進行抑制につながる
ことから、早期発見・早期診断の取り組みをすすめ
る。
　また、認知症は身体的にも精神的にも介護者がス
トレスを抱えやすい病気である。認知症介護者の活
動拠点を整備・運営することにより、今後急増する
認知症の人の家族を地域で支え、孤立の防止を図
る。

【認知症サポーター養成講座】
　・実施回数159回
　・参加者数2,942人

【認知症早期発見・早期診断推進事業】
　・認知症コーディネーター配置

【認知症家族サロン運営】≪新規≫
　平成27年2月14日に開設
　　（愛称：八王子ケアラーズカフェ　わたぼ
うし）＜新規＞

【認知症サポーター養成講座】
　・実施回数217回
　・参加者数5,411人

【認知症早期発見・早期診断推進事業】
　・相談件数　176件
　・訪問支援　延31件

【認知症家族サロン運営】
　・1団体

　引き続き認知症の早期発見・早期診断を
推進すると共に、認知症サポーター養成や
介護者支援を行う。
　また、新たに認知症ケアパスの作成や初
期集中支援チームの立ち上げを行う。

災 ４４ 防災意識市民啓発 防災課 　防災分野の専門講師による講演会や防災に関わ
る研修会などを開催することにより、市民の防災意
識向上を図る。

平成26年2月20日開催講演会
　　　　　　　参加者数　567名

平成27年3月28日（土）
防犯・防災フェア
来場者数　約2,000名

平成28年3月26日（土）
防犯・防災フェア
来場者数　2,000名

　引き続き市民の防災意識の向上に努め
る。

４５ 学校等への車いす等体験
学習

社会福祉協議会 　学校等からの要請を受け、児童・生徒を中心に「福
祉講話」「車いす体験」「高齢者疑似体験」「点字体
験」「アイマスク体験」を実施する。

・実施件数　　　129件
・延参加者数　10,319名

・実施件数　　　165件
・延参加者数　12,564名

・実施件数　　　154件
・延参加者数　13,142名

　引き続き、高齢者や障害者に対する理解
が深まるよう実施する。

４６ 体験学習サポーターの養
成

社会福祉協議会 　多くの体験要望に応えていくため、指導のできる人
材を養成することと、体験学習を地域に開けたもの
にし、関わる人々がつながりを持つことができるよう
支援を行う。

受講生7名をサポーターとして登録 　サポーター登録者を学校等に派遣し、指
導の機会を提供しながら養成を図る。

弱 ４７ 認知症高齢者支援（再
掲）

高齢者福祉課 　65歳以上の高齢者の3～4人に1人は認知症か認
知症予備軍の軽度認知障害と推計される現状にあ
る。
認知症は早い時期からの適切なケアや生活習慣病
対策で、症状の緩和や一定の進行抑制につながる
ことから、早期発見・早期診断の取り組みをすすめ
る。
　また、認知症は身体的にも精神的にも介護者がス
トレスを抱えやすい病気である。認知症介護者の活
動拠点を整備・運営することにより、今後急増する
認知症の人の家族を地域で支え、孤立の防止を図
る。

【認知症サポーター養成講座】
　・実施回数159回
　・参加者数2,942人

【認知症早期発見・早期診断推進事業】
　・認知症コーディネーター配置

【認知症家族サロン運営】≪新規≫
　平成27年2月14日に開設
　　（愛称：八王子ケアラーズカフェ　わたぼ
うし）＜新規＞

【認知症サポーター養成講座】
　・実施回数217回
　・参加者数5,411人

【認知症早期発見・早期診断推進事業】
　・相談件数　176件
　・訪問支援　延31件

【認知症家族サロン運営】
　・1団体

　引き続き認知症の早期発見・早期診断を
推進すると共に、認知症サポーター養成や
介護者支援を行う。
　また、新たに認知症ケアパスの作成や初
期集中支援チームの立ち上げを行う。

４８ 障害・障害者に対する知
識、理解を深めるための
職員研修（再掲）

障害者福祉課 　平成24年4月1日に「障害のある人もない人も共に
安心して暮らせる八王子づくり条例」（障害者差別禁
止条例）が施行されたことに伴い、条例の主旨、障
害及び障害者に対する知識、理解を深めるため、職
員研修（指定管理者を含む）を実施。

参加者数
　第1回　173人
　第2回　148人

参加者数
　第1回　163人
　第2回　147人

参加者数
　第1回　177人
　第2回　162人

　障害及び障害者に対する知識、理解を深
めるため、職員研修を継続実施していく。

４９ 学校等への車いす等体験
学習（再掲）

社会福祉協議会 　学校等からの要請を受け、児童・生徒を中心に「福
祉講話」「車いす体験」「高齢者疑似体験」「点字体
験」「アイマスク体験」を実施する。

・実施件数　　　129件
・延参加者数　10,319名

・実施件数　　　165件
・延参加者数　12,564名

・実施件数　　　154件
・延参加者数　13,142名

　引き続き、高齢者や障害者に対する理解
が深まるよう実施する。

弱 ５０ 認知症高齢者支援（再
掲）

高齢者福祉課 　65歳以上の高齢者の3～4人に1人は認知症か認
知症予備軍の軽度認知障害と推計される現状にあ
る。
認知症は早い時期からの適切なケアや生活習慣病
対策で、症状の緩和や一定の進行抑制につながる
ことから、早期発見・早期診断の取り組みをすすめ
る。
　また、認知症は身体的にも精神的にも介護者がス
トレスを抱えやすい病気である。認知症介護者の活
動拠点を整備・運営することにより、今後急増する
認知症の人の家族を地域で支え、孤立の防止を図
る。

【認知症サポーター養成講座】
　・実施回数159回
　・参加者数2,942人

【認知症早期発見・早期診断推進事業】
　・認知症コーディネーター配置

【認知症家族サロン運営】≪新規≫
　平成27年2月14日に開設
　　（愛称：八王子ケアラーズカフェ　わたぼ
うし）＜新規＞

【認知症サポーター養成講座】
　・実施回数217回
　・参加者数5,411人

【認知症早期発見・早期診断推進事業】
　・相談件数　176件
　・訪問支援　延31件

【認知症家族サロン運営】
　・1団体

　引き続き認知症の早期発見・早期診断を
推進すると共に、認知症サポーター養成や
介護者支援を行う。
　また、新たに認知症ケアパスの作成や初
期集中支援チームの立ち上げを行う。

５１ ボランティア活動支援 社会福祉協議会 　地域福祉の推進の一環として、　ボランティア活動
をしてみたい方やボランティア活動の支援を望む方
からの相談を受け付け、ボランティア登録や活動紹
介等のボランティアコーディネートを実施した。

ボランティア登録者数
　・個人登録　　436名
　・団体登録　　202団体（3,878名）

ボランティア登録者数
　・個人登録　　446名
　・団体登録　　213団体（3,999名）

ボランティア登録者数
　・個人登録　　471名
　・団体登録　　234団体（3,951名）

　引き続き、ボランティア活動の普及・促進
を図る。

孤 ５２ サロン活動支援事業 高齢者いきいき課 　高齢者が自ら居住する生活圏の中で、誰もが気軽
に参加でき、高齢者同士又は世代を超えた仲間づく
りの場を提供する『サロン活動』を自主的に運営す
る団体の財政的支援をすることで活動を活性化し、
「高齢者の外出機会の増加」「孤独感や引きこもりの
解消」「健康でいきいきとした生活の実現」を図る。

活動団体数：91団体 活動団体数：105団体 ・活動団体数　　108団体 　「高齢者の外出機会の増加」「孤独感や引
きこもりの解消」「健康でいきいきとした生活
の実現」を目指し、引き続きサロン活動の支
援を実施する。

弱 ５３ 認知症高齢者支援（再
掲）

高齢者福祉課 　65歳以上の高齢者の3～4人に1人は認知症か認
知症予備軍の軽度認知障害と推計される現状にあ
る。
認知症は早い時期からの適切なケアや生活習慣病
対策で、症状の緩和や一定の進行抑制につながる
ことから、早期発見・早期診断の取り組みをすすめ
る。
　また、認知症は身体的にも精神的にも介護者がス
トレスを抱えやすい病気である。認知症介護者の活
動拠点を整備・運営することにより、今後急増する
認知症の人の家族を地域で支え、孤立の防止を図
る。

【認知症サポーター養成講座】
　・実施回数159回
　・参加者数2,942人

【認知症早期発見・早期診断推進事業】
　・認知症コーディネーター配置

【認知症家族サロン運営】≪新規≫
　平成27年2月14日に開設
　　（愛称：八王子ケアラーズカフェ　わたぼ
うし）＜新規＞

【認知症サポーター養成講座】
　・実施回数217回
　・参加者数5,411人

【認知症早期発見・早期診断推進事業】
　・相談件数　176件
　・訪問支援　延31件

【認知症家族サロン運営】
　・1団体

　引き続き認知症の早期発見・早期診断を
推進すると共に、認知症サポーター養成や
介護者支援を行う。
　また、新たに認知症ケアパスの作成や初
期集中支援チームの立ち上げを行う。

５４ 子育てサロン 社会福祉協議会 　就学前の子供を養育する者とその子供が、地域で
安心して暮すことができるよう、子育てに関する学習
や交流等の場を提供する子育てサロン活動を自主
的に企画し実施する団体を支援する。

支援団体：13団体 支援団体：11団体 支援団体：11団体 　引き続き住民主体による子育て世代の交
流活動を支援し、子育て中の親の孤立化等
の防止に努める。

　各小中学校において、社会福祉協議
会による車いす体験学習等が行わ
れ、福祉教育の充実を図った。
また、消費生活フェスティバルなどのイ
ベントにおいて、一般市民へも広く啓
発を図っている。

　障害者差別禁止条例を改正し、市全
体として意識のバリアフリー化に取り
組むとともに、市民向けの認知症サ
ポーター養成講座の開催し、推進を

図っている。

　社会福祉協議会のボランティアセン
ターをはじめ、新たに開設した地域福
祉推進拠点、高齢者ボランティア・ポイ
ント制度やBeeネットの普及など、それ
ぞれの目的に応じた情報発信を充実
させた。

　ふれあい・いききサロンの活動団体
は年々増加しており、各地域で活動が
行われている。
　また保育園や子家センが実施してい
る広場の利用者も増えている。
また、認知症の家族の方のサロン「わ
たぼうし」を新たに開設し、支援を充実
させた。

① 地域福祉活動
に関する情報
提供の充実

② 交流の「場」の
提供・支援

② 意識のバリア
フリー化の推
進

福祉教育の充
実

①尊重し支えあ
う意識づくり

（１）地域で支えあ
う意識の醸成
と参加のきっ
かけづくり

３

（２） 交流を通じた
きっかけづくり
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実績 各所管による検証 事務局の検証重点
課題

大項目 中項目 小項目

孤 ５５ 社会福祉協議会補助金
運営費

福祉政策課 　社会福祉法の中で、地域福祉に関わる事業を担う
と規定される社会福祉協議会に対し、円滑な事業実
施と、適正な運営体制整備のため運営費等の補助
を行っている。

・職員人件費補助　　　20名分 ・職員人件費補助　　　20名分 ・職員人件費補助　　　20.5名分 　職員人件費　22名分を補助し、体制強化
を図る

孤 ５６ 社会福祉協議会補助金
「いきいきプラン八王子」
の推進（再掲）

福祉政策課 　平成26年度に策定した新たないきいきプランを受
けて、小地域福祉活動を実践する。地域住民の誰も
が気軽に集えるカフェを設置し、常設型サロンとして
の機能とともに、社協職員が常駐し、相談や地域福
祉のコーディネートを担い、地域内交流、地域課題
解決を図る。

「第２次いきいきプラン八王子」を策定
（計画期間　平成26年度～30年度）

・地域福祉推進拠点石川を平成26年12月１
日に開設
（併設：かたらいカフェ石川）

・地域福祉推進拠点石川の運営
　学習会　11回（161名参加）、趣味の講座
19回（254名参加）、介護予防教室　18回
（238名参加）

　新規拠点開設を目指し、準備に係る備品
購入費等を補助

孤 ５７ 地域福祉計画の推進 福祉政策課 　計画推進のため、社会福祉審議会地域福祉専門
分科会を設置・運営。計画における重点課題に関す
ることや、計画策定等を担う。
　また、社会福祉協議会による地域福祉推進拠点
の設置・運営支援を行う。

・地域福祉推進協議会　2回開催 ・地域福祉推進協議会　2回開催 ・地域福祉専門分科会　3回開催 　次期計画策定に向けたアンケート調査の
実施。
　また社会福祉協議会による地域福祉推進
拠点の新たな開設に向け、施設の修繕や
活動支援を行う。

孤 ５８ 出前講座「高齢者の見守
りについて」

高齢者いきいき課 　「高齢者等の見守りガイドブック」を活用し、町会・
自治会、サロン主催者、民生委員、訪問ふれあい員
等に対して、出前講座の講座として開催する。
　地域の中で見守りサポーターとしての役割を担う
人材を育成・確保することにより、見守り機能の強化
だけでなく、見守り活動に対する地域住民の意識・
関心の向上、地域におけるつながりの構築等を促
進する。

　平成25年度では、テキスト（高齢者等の見
守りガイドブック）の増刷のみを行っている
ため、研修実績はなし。

実施回数　4回
受講者数　計115人

・実施回数　5回
・受講者数　計131人

　引き続き出前講座の開催、参加を通じて、
見守り活動に対する地域住民の意識・関心
の向上、地域におけるつながりの構築等を
促進する。

孤 ５９ 高齢者ボランティア・ポイ
ント制度

高齢者いきいき課 　当該制度は、平成20年7月に施行したもので、65
歳以上の高齢者が行う介護支援ボランティア活動に
対してポイントを付与し、このポイントに応じた交付
金等を支給することにより、介護予防効果を高める
とともに、高齢者の生きがいと健康づくりを推進する
ことを目的としている。登録者数は2,418名、活動施
設数は278か所（203施設、75団体）に上る（平成29
年1月10日現在）。

・高齢者ボランティア登録者
　　　1,620人
・高齢者ボランティア受入指定施設等
　　　159施設　18団体　計177

・高齢者ボランティア登録者
　　　1,974人
・高齢者ボランティア受入指定施設等
　　　170施設　60団体　計230

・高齢者ボランティア登録者
　　　　2,206人
・高齢者ボランティア受入指定施設等
　　　　201施設　68団体　計269

　引き続き、本制度の普及啓発や内容の充
実を図る。

孤 ６０ 子育て応援団 子ども家庭支援センター 　子育て中の家庭を地域で見守り、支援するため、
子育てに関わるボランティアを育成・支援する。

・登録者数　393名 ・登録者数　440名 ・登録者数　444名 　引き続きボランティアの育成、活動支援を
行う。

弱 ６１ 認知症高齢者支援（再
掲）

高齢者福祉課 　65歳以上の高齢者の3～4人に1人は認知症か認
知症予備軍の軽度認知障害と推計される現状にあ
る。
認知症は早い時期からの適切なケアや生活習慣病
対策で、症状の緩和や一定の進行抑制につながる
ことから、早期発見・早期診断の取り組みをすすめ
る。
　また、認知症は身体的にも精神的にも介護者がス
トレスを抱えやすい病気である。認知症介護者の活
動拠点を整備・運営することにより、今後急増する
認知症の人の家族を地域で支え、孤立の防止を図
る。

【認知症サポーター養成講座】
　・実施回数159回
　・参加者数2,942人

【認知症早期発見・早期診断推進事業】
　・認知症コーディネーター配置

【認知症家族サロン運営】≪新規≫
　平成27年2月14日に開設
　　（愛称：八王子ケアラーズカフェ　わたぼ
うし）＜新規＞

【認知症サポーター養成講座】
　・実施回数217回
　・参加者数5,411人

【認知症早期発見・早期診断推進事業】
　・相談件数　176件
　・訪問支援　延31件

【認知症家族サロン運営】
　・1団体

　引き続き認知症の早期発見・早期診断を
推進すると共に、認知症サポーター養成や
介護者支援を行う。
　また、新たに認知症ケアパスの作成や初
期集中支援チームの立ち上げを行う。

災 ６２ 自主防災組織運営（再
掲）

防災課 　主に町会・自治会、マンションの管理組合が母体と
なる、自主防災組織の新規結成促進を図るととも
に、結成団体に対して活動用資器材を交付し、活動
の活性化を促すことで共助体制の強化を図り地域
防災力向上を目指す。

新規結成団体数　　13団体
　　　　　　（総数　391団体）

新規結成団体数　　6団体
　　　　　　（総数　397団体）

・新規結成団体数　　9団体
　　　　　　（総数　406団体）

　引き続き新規結成を促し、地域防災力の
向上を図る。

孤 ６３ 社会福祉協議会補助金
「いきいきプラン八王子」
の推進（再掲）

福祉政策課 　平成26年度に策定した新たないきいきプランを受
けて、小地域福祉活動を実践する。地域住民の誰も
が気軽に集えるカフェを設置し、常設型サロンとして
の機能とともに、社協職員が常駐し、相談や地域福
祉のコーディネートを担い、地域内交流、地域課題
解決を図る。

「第２次いきいきプラン八王子」を策定
（計画期間　平成26年度～30年度）

・地域福祉推進拠点石川を平成26年12月１
日に開設
（併設：かたらいカフェ石川）

・地域福祉推進拠点石川の運営
　学習会　11回（161名参加）、趣味の講座
19回（254名参加）、介護予防教室　18回
（238名参加）

　新規拠点開設を目指し、準備に係る備品
購入費等を補助

孤 ６４ 地域福祉計画の推進（再
掲）

福祉政策課 　計画推進のため、社会福祉審議会地域福祉専門
分科会を設置・運営。計画における重点課題に関す
ることや、計画策定等を担う。
　また、社会福祉協議会による地域福祉推進拠点
の設置・運営支援を行う。

・地域福祉推進協議会　2回開催 ・地域福祉推進協議会　2回開催 ・地域福祉専門分科会　3回開催 　次期計画策定に向けたアンケート調査の
実施。
　また社会福祉協議会による地域福祉推進
拠点の新たな開設に向け、施設の修繕や
活動支援を行う。

災 ６５ 自主防災組織運営（再
掲）

防災課 　主に町会・自治会、マンションの管理組合が母体と
なる、自主防災組織の新規結成促進を図るととも
に、結成団体に対して活動用資器材を交付し、活動
の活性化を促すことで共助体制の強化を図り地域
防災力向上を目指す。

・新規結成団体数　　13団体
　　　　　　（総数　391団体）

・新規結成団体数　　6団体
　　　　　　（総数　397団体）

・新規結成団体数　　9団体
　　　　　　（総数　406団体）

　引き続き新規結成を促し、地域防災力の
向上を図る。

災 ６６ 社会福祉協議会補助金
ボランティア活動推進事
業

福祉政策課 　本市が大規模災害に被災した際、ボランティアをと
りまとめ、被災者ニーズとの調整を図ることのできる
ボランティアリーダーを養成する。被災地でのボラン
ティア活動に対し、その費用の一部を助成するととも
に、養成講座、町会・自治会と協働によるボランティ
ア育成等の事業を推進する。

・災害ボランティア養成講座・講演会
　６回
・災害ボランティアリーダー登録者数
　102人

・災害ボランティア養成講座・講演会
　5回
・災害ボランティアリーダー登録者数
　104人

・災害ボランティア養成講座・講演会
　4回
・災害ボランティアリーダー登録者数
　112人

　引き続き、ボランティア活動の普及・促進
を図る。

　社会福祉協議会のボランティアセン
ター・地域福祉推進拠点が中心とな
り、各種ボランティア・活動団体の支援
を行うことで、ボランティアリーダーの
育成を図った。
　また、市内の大学のボランティアセン
ターとも連携を深めた。

　平成26年3月に社会福祉協議会の
「第2次いきいきプラン八王子」が策定
され、本市の地域福祉を充実させるた
めの取り組みを進めており、市としても
人件費補助をはじめとするサポートを
強化している。
　また、市としても出前講座の開催や
子育て応援団の活動支援を通じ、地域
福祉の担い手との連携・支援を行って
いる。

① 地域福祉の担
い手となり得
る団体との連
携

① ボランティア
リーダーの育
成

４ 地域で支えあ
う人材の育
成・支援

（１） 地域資源との
連携

（２） 福祉人材の育
成
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実績 各所管による検証 事務局の検証重点
課題

大項目 中項目 小項目

孤 ６７ 社会福祉協議会補助金
「いきいきプラン八王子」
の推進（再掲）

福祉政策課 　平成26年度に策定した新たないきいきプランを受
けて、小地域福祉活動を実践する。地域住民の誰も
が気軽に集えるカフェを設置し、常設型サロンとして
の機能とともに、社協職員が常駐し、相談や地域福
祉のコーディネートを担い、地域内交流、地域課題
解決を図る。

「第２次いきいきプラン八王子」を策定
（計画期間　平成26年度～30年度）

・地域福祉推進拠点石川を平成26年12月１
日に開設
（併設：かたらいカフェ石川）

・地域福祉推進拠点石川の運営
　学習会　11回（161名参加）、趣味の講座
19回（254名参加）、介護予防教室　18回
（238名参加）

　新規拠点開設を目指し、準備に係る備品
購入費等を補助

孤 ６８ 地域福祉計画の推進（再
掲）

福祉政策課 　計画推進のため、社会福祉審議会地域福祉専門
分科会を設置・運営。計画における重点課題に関す
ることや、計画策定等を担う。
　また、社会福祉協議会による地域福祉推進拠点
の設置・運営支援を行う。

・地域福祉推進協議会　2回開催 ・地域福祉推進協議会　2回開催 ・地域福祉専門分科会　3回開催 　次期計画策定に向けたアンケート調査の
実施。
　また社会福祉協議会による地域福祉推進
拠点の新たな開設に向け、施設の修繕や
活動支援を行う。

孤 ６９ 高齢者活動コーディネート
センター

高齢者いきいき課 　当該事業は、特技を持った高齢者と、それを必要
とする個人及び団体とを紹介し、仲介する業務及
び、双方の相談業務にあたることにより、高齢者の
生きがいづくりに資する高齢者のさまざまな活動を
支援することを目的とし、拠点となる高齢者活動コー
ディネートセンターを事務局として設置している。
コーディネーターの登録者数は166人講師登録者は
633人（平成28年4月1日現在）

・コーディネーター数　123名
・講師登録者数　535名
・コーディネート成立件数　249件

・コーディネーター数　158名
・講師登録者数　518名
・コーディネート成立件数　234件

・コーディネーター数　166名
・講師登録者数　633名
・コーディネート成立件数　312件

　高齢者の社会参加促進のため、本セン
ターの普及啓発の充実と、高齢者ボラン
ティアの育成を引き続き行い高齢者の社会
参加促進を図る。

災 ７０ 社会福祉協議会補助金
ボランティア活動推進事
業（再掲）

福祉政策課 　本市が大規模災害に被災した際、ボランティアをと
りまとめ、被災者ニーズとの調整を図ることのできる
ボランティアリーダーを養成する。被災地でのボラン
ティア活動に対し、その費用の一部を助成するととも
に、養成講座、町会・自治会と協働によるボランティ
ア育成等の事業を推進する。

・災害ボランティア養成講座・講演会
　６回
・災害ボランティアリーダー登録者数
　102人

・災害ボランティア養成講座・講演会
　5回
・災害ボランティアリーダー登録者数
　104人

・災害ボランティア養成講座・講演会
　4回
・災害ボランティアリーダー登録者数
　112人

　引き続き、ボランティア活動の普及・促進
を図る。

孤 ７１ 見守り協定 福祉政策課 　「八王子市見守り協定マニュアル」にもとづき、見
守り協定事業者のスタッフが通常業務中に気づいた
「異変」を、市の見守り専用電話に連絡し情報提供
する。 情報提供が速やかに行えるよう、専用電話番
号を記したステッカー10,000枚を作成し、スタッフが
使用する車両等に貼付し活用する。（マニュアルは
庁内印刷、専用電話は庁舎管理担当部署による設
置、ステッカーのみ外部印刷依頼）
　連絡を受けた市は、関係機関（高齢者⇒高齢者あ
んしん相談センター（地域包括支援センター）、障害
者⇒障害者福祉課（障害者虐待防止センター）、子
ども⇒子ども家庭支援センター）と連携して対応し、
情報提供された内容について確認後、情報提供元
の見守り協定事業者へ連絡する。

・新規協定締結事業者　3件
　　（計　15件）

・新規協定締結事業者　4件
　　（計19件）

・新規協定締結事業者　3件
　　（計22件）

　今後も引き続き民間事業者への働きかけ
を行う。

災 ７２ 自主防災組織運営（再
掲）

防災課 　主に町会・自治会、マンションの管理組合が母体と
なる、自主防災組織の新規結成促進を図るととも
に、結成団体に対して活動用資器材を交付し、活動
の活性化を促すことで共助体制の強化を図り地域
防災力向上を目指す。

・新規結成団体数　　13団体
　　　　　　（総数　391団体）

・新規結成団体数　　6団体
　　　　　　（総数　397団体）

・新規結成団体数　　9団体
　　　　　　（総数　406団体）

　引き続き新規結成を促し、地域防災力の
向上を図る。

災 ７３ 社会福祉協議会補助金
ボランティア活動推進事
業（再掲）

福祉政策課 　本市が大規模災害に被災した際、ボランティアをと
りまとめ、被災者ニーズとの調整を図ることのできる
ボランティアリーダーを養成する。被災地でのボラン
ティア活動に対し、その費用の一部を助成するととも
に、養成講座、町会・自治会と協働によるボランティ
ア育成等の事業を推進する。

・災害ボランティア養成講座・講演会
　６回
・災害ボランティアリーダー登録者数
　102人

・災害ボランティア養成講座・講演会
　5回
・災害ボランティアリーダー登録者数
　104人

・災害ボランティア養成講座・講演会
　4回
・災害ボランティアリーダー登録者数
　112人

　引き続き、ボランティア活動の普及・促進
を図る。

７４ シルバーふらっと相談室
運営（再掲）

高齢者いきいき課 　高齢者の孤立防止を目的に、高齢者の生活実態
の把握や、高齢者あんしん相談センターと連携して
高齢者に対する見守りを行う相談室を運営する。

・設置数　　　　　　1か所（館ヶ丘）
・戸別訪問件数　　　87件
・相談受付件数　　　544件

・設置数　　　　　　　1か所（館ヶ丘）
・戸別訪問件数　　　203件
・相談受付件数　　　650件

・設置数　　　　　　1か所（館ヶ丘）
・戸別訪問件数　　204件
・相談受付件数　　679件

　積極的な個別訪問の実施により、高齢者
の実態把握につとめ孤立化を防止する。

７５ シルバー見守り相談室運
営（再掲）

高齢者いきいき課 　高齢者の孤立防止を目的に、高齢者の生活実態
の把握や、高齢者あんしん相談センターと連携して
高齢者に対する見守りを行う相談室を運営する。

・設置数　　　　　　　1か所（長房）
・戸別訪問件数　　　220件
・相談受付件数　　　1,241件

・設置数　　　　　　　1か所（長房）
・戸別訪問件数　　　124件
・相談受付件数　　6,177件

・設置数　　　　　　1か所（長房）
・戸別訪問件数　　129件
・相談受付件数　　384件

　積極的な個別訪問の実施により、高齢者
の実態把握につとめ孤立化を防止する。
　平成28年7月「シルバー見守り相談室　中
野」を開設。

７６ 小地域福祉活動団体情
報交換会

社会福祉協議会 　小地域での支えあいの仕組みづくりについて、既
に活動している団体及び関係機関のスタッフととも
に、それぞれの活動把握や活動の活性化、地域へ
の啓発活動に資するための情報交換会等を開催す
る。

情報交換会　　回開催
　・各団体からの近況報告
　・学習会「」

情報交換会　　回開催
　・各団体からの近況報告
　・学習会「」

情報交換会　　4回開催
　・各団体からの近況報告
　・学習会「個人情報保護について」

　引き続き定期的な情報交換を継続し、活
動の活性化を図る。

② 地域における
コーディネート
機能の充実

災 ７７ 社会福祉協議会補助金
ボランティア活動推進事
業（再掲）

福祉政策課 　本市が大規模災害に被災した際、ボランティアをと
りまとめ、被災者ニーズとの調整を図ることのできる
ボランティアリーダーを養成する。被災地でのボラン
ティア活動に対し、その費用の一部を助成するととも
に、養成講座、町会・自治会と協働によるボランティ
ア育成等の事業を推進する。

・災害ボランティア養成講座・講演会
　６回
・災害ボランティアリーダー登録者数
　102人

・災害ボランティア養成講座・講演会
　5回
・災害ボランティアリーダー登録者数
　104人

・災害ボランティア養成講座・講演会
　4回
・災害ボランティアリーダー登録者数
　112人

　引き続き、ボランティア活動の普及・促進
を図る。

　センター元気や子育て応援団など、
それぞれの強みを活かし、コーディ
ネートを行う仕組みが充実した。

社会福祉協議会の人員体制を強化
し、市としても補助を充実させている。
また、社会福祉協議会においても研修
を行い、コーディネーターの育成に努
めている。

　見守り協定の締結、地域支援組織や
地域自主防災組織の結成など、各地
域においてネットワークの構築が図ら
れている。
　社会福祉協議会が小地域福祉活動
団体連絡会を実施するなど、団体間の
情報共有を行い、また共同募金の分
担金を財源とする助成金による支援を
行いネットワークの構築を進めた。

①

② コーディネー
ターの育成

地域における
ネットワークの
構築

５ 地域で支えあ
うしくみの充実

（１） 見守り体制の
強化

４ 地域で支えあ
う人材の育
成・支援

（２） 福祉人材の育
成



No 事業名 所管名 事業概要 25事業の成果（26年3月末現在） 26事業の成果（27年3月末現在） 平成27年度事業の成果（28年3月末現在） 今後（平成28年度）の方針

実績 各所管による検証 事務局の検証重点
課題

大項目 中項目 小項目

災 ７８ 自主防災組織運営（再
掲）

防災課 　主に町会・自治会、マンションの管理組合が母体と
なる、自主防災組織の新規結成促進を図るととも
に、結成団体に対して活動用資器材を交付し、活動
の活性化を促すことで共助体制の強化を図り地域
防災力向上を目指す。

・新規結成団体数　　13団体
　　　　　　（総数　391団体）

・新規結成団体数　　6団体
　　　　　　（総数　397団体）

・新規結成団体数　　9団体
　　　　　　（総数　406団体）

　引き続き新規結成を促し、地域防災力の
向上を図る。

災 ７９ 土砂災害ハザードマップ
作成（再掲）

防災課 　土砂災害防止法に基づき東京都が土砂災害警戒
区域等を公表することから、土砂災害の危険性を周
辺住民に周知し被害の軽減を図るため、公表された
地区を対象とした土砂災害ハザードマップを作成配
付し、避難態勢の整備を図る。

広報はちおうじ平成26年3月15日号併配
 配付戸数4,237戸

広報はちおうじ平成27年3月15日号併配
 配付戸数　35,163戸

広報はちおうじ平成27年9月15日号併配
　　 配付戸数　31,918戸

　土砂災害の危険性を周辺住民に周知し被
害の軽減を図るため、引き続き広報等を活
用し周知に努める。

災 ８０ 社会福祉協議会補助金
ボランティア活動推進事
業（再掲）

福祉政策課 　本市が大規模災害に被災した際、ボランティアをと
りまとめ、被災者ニーズとの調整を図ることのできる
ボランティアリーダーを養成する。被災地でのボラン
ティア活動に対し、その費用の一部を助成するととも
に、養成講座、町会・自治会と協働によるボランティ
ア育成等の事業を推進する。

・災害ボランティア養成講座・講演会
　６回
・災害ボランティアリーダー登録者数
　102人

・災害ボランティア養成講座・講演会
　5回
・災害ボランティアリーダー登録者数
　104人

・災害ボランティア養成講座・講演会
　4回
・災害ボランティアリーダー登録者数
　112人

　引き続き、ボランティア活動の普及・促進
を図る。

８１ 小地域福祉活動団体情
報交換会

社会福祉協議会 　小地域での支えあいの仕組みづくりについて、既
に活動している団体及び関係機関のスタッフととも
に、それぞれの活動把握や活動の活性化、地域へ
の啓発活動に資するための情報交換会等を開催す
る。

情報交換会　　回開催
　・各団体からの近況報告
　・学習会「」

情報交換会　　回開催
　・各団体からの近況報告
　・学習会「」

情報交換会　　4回開催
　・各団体からの近況報告
　・学習会「個人情報保護について」

　引き続き定期的な情報交換を継続し、活
動の活性化を図る。

災 ８２ 社会福祉協議会補助金
ボランティア活動推進事
業（再掲）

福祉政策課 　本市が大規模災害に被災した際、ボランティアをと
りまとめ、被災者ニーズとの調整を図ることのできる
ボランティアリーダーを養成する。被災地でのボラン
ティア活動に対し、その費用の一部を助成するととも
に、養成講座、町会・自治会と協働によるボランティ
ア育成等の事業を推進する。

・災害ボランティア養成講座・講演会
　６回
・災害ボランティアリーダー登録者数
　102人

・災害ボランティア養成講座・講演会
　5回
・災害ボランティアリーダー登録者数
　104人

・災害ボランティア養成講座・講演会
　4回
・災害ボランティアリーダー登録者数
　112人

　引き続き、ボランティア活動の普及・促進
を図る。

８３ ボランティア活動支援（再
掲）

社会福祉協議会 　地域福祉の推進の一環として、　ボランティア活動
をしてみたい方やボランティア活動の支援を望む方
からの相談を受け付け、ボランティア登録や活動紹
介等のボランティアコーディネートを実施した。

ボランティア登録者数
　・個人登録　　436名
　・団体登録　　202団体（3,878名）

ボランティア登録者数
　・個人登録　　446名
　・団体登録　　213団体（3,999名）

ボランティア登録者数
　・個人登録　　471名
　・団体登録　　234団体（3,951名）

　引き続き、ボランティア活動の普及・促進
を図る。

　社会福祉協議会が小地域福祉活動
団体連絡会を実施するなど、団体間の
情報共有を行い、また共同募金の分
担金を財源とする助成金による支援を
行った。

　社会福祉協議会のボランティアセン
ターでのボランティア活動支援、うぃず
サービスの充実など、支援の充実を
図った。

① 地域課題を地
域で解決する
取組みへの支
援

① ボランティア活
動の支援

５ 地域で支えあ
うしくみの充実

（２） 地域福祉活動
の支援

（３） ボランティア活
動の推進


